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１－１

１．原子力エネルギーの特徴　　

①供給安定性
・燃料のエネルギー密度が高く備蓄及び輸送が
容易（重量で約５万分の１）

・ウラン資源は政情の安定した国々に分布（豪
州、米国、カナダ等）

・高速増殖炉サイクルの実現により、より一層
長期（数百年）の安定供給が可能
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②地球温暖化防止等の地球環境保全

・発電過程で二酸化炭素を排出しない。
　（我が国の原子力発電を火力発電に置
　き換えると二酸化炭素排出量は倍増）
・窒素酸化物、硫黄酸化物を排出しない。
・放射性廃棄物は技術的に管理が可能。
核燃料サイクルにより、廃棄物中の放
射性物質を低減
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③経済性　　　　　　　　　

・発電コストは、資源、人件費、資本費
が各国の経済システムや資源流通機構
の整備に依存し、国によって異なる。

・我が国においては原子力発電は、他の
エネルギーに比べて遜色なし。
　（原子力5.9円／kWh、ＬＮＧ6.4円／kWh、石炭6.5円／kWh）
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④基幹電源　　　　　　　　　

・原子力は、自然エネルギーと異なりエ
ネルギー密度、供給安定性が高いため、
基幹電源としてのエネルギー供給が可
能。

・我が国では全発電電力量の34.5%、仏
国では、75%を原子力により供給）
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２.原子力分野における基礎・基盤研究の必要性

○原子力・放射線を利用した加速器科学、革新的原子炉研究は、
　・新しいエネルギー原理の探求（素粒子科学等）
　・熱エネルギー利用（高温ガス炉等）
　・原子炉、核融合炉の材料開発
　・放射性廃棄物処分（核種変換技術）

　等エネルギー分野において革新的進歩をもたらし得るのであ
るとともに、

　・ライフサイエンス（DNA二重らせんの発見）
　・材料科学（新磁性体）
　・環境保全研究（排煙脱硫）

　等にも貢献する研究分野。

○この分野の研究は、原子力発電、核燃料ｻｲｸﾙ等の研究開発に
も共通点が多く、原子力研究開発全体の人材養成にも寄与。
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３．我が国の原子力研究開発の進め方

　　　　　　　　　　　　【原子力委員会】
・原子力基本法に定められた原子力研究開発利
用に関する国の施策の計画的遂行のため、原子
力委員会は、約５年毎に原子力長期計画を策定。

・毎年度の予算については原子力委員会が経費
の見積もりを行い計画的に措置

◎原子力研究開発は、基礎研究から、新型炉・ｻｲｸﾙ技術
開発、廃棄物処分技術開発まで、長期的観点から整合
性をとって研究開発を進めていくことが重要。
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【文部科学省】
・文部科学省としては、原子力長期計画に基づき、以下の
研究開発を重点的に実施

①高速増殖炉サイクルの実現のための研究開発
・ウラン資源の利用効率を飛躍的（数十倍）に向上させる
高速増殖炉サイクルの実現のための研究開発。

【高速増殖原型炉「もんじゅ」、ＦＢＲサイクル開発戦略調査研究】

②核融合研究開発
・資源的に地域的、量的な制約のない将来エネルギーであ
る核融合の研究開発

【ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画、ＪＴ－６０、ＬＨＤ、大学等】
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③原子力・放射線を利用した多様な科学
技術の推進

・エネルギー分野の原理的知見を提供すると共にライ
フサイエンス、材料科学、環境保全等に広く貢献す
る研究開発。

【加速器科学、高温ガス炉、重粒子線がん治療等】

④原子力の推進を支える研究開発等
・安全性関連研究、立地地域との共生のための事業等
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文部科学省平成１３年度原子力関係予算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

エネルギー対策費　　　　 　　142,238
（日本原子力研究所 　　　　103,331）核融合、大強度陽子加速器、安全性研究
（核燃料サイクル開発機構 29,609）FBRｻｲｸﾙ開発戦略調査研究
（理化学研究所 　　　　　 6,680）RIﾋﾞｰﾑﾌｧｸﾄﾘｰ
（その他 2,618）

科学技術振興費、一般行政費等 21,153
（放射線医学総合研究所等）

電源開発促進対策特別会計 　151,053　高速増殖原型炉「もんじゅ」
（核燃料サイクル開発機構 105,333）立地地域への交付金、技術開発

合　　　　計 314,444
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ＦＢＲサイクル開発戦略調査研究

○平成11年度～平成12年度（フェーズⅠ）

ＦＢＲ実用化候補概念の評価

有望な候補概念を抽出

○平成13年度～平成17年度（フェーズⅡ）

ＦＢＲサイクル候補ＦＢＲサイクル候補ＦＢＲサイクル候補ＦＢＲサイクル候補

１．目的

○将来の高速増殖炉及び関連する核燃

料サイクル（ＦＢＲサイクル）技術

として適切な実用化像とそこに至る

。ための研究開発計画を提示すること

２．実施体制

○核燃料サイクル開発機構が電気事業

者等と一致協力して、平成１１年よ

り実施。

３．開発目標

○安全性の確保を大前提に軽水炉に比

肩する経済性の達成

・炉の建設費 20万円／kWe

・再処理費 27万円／kgHM

・燃料製造費 16万円／kgHM

○FBRの特徴を最大限発揮した高性能炉

開発

４．進め方と現況

○平成11年度～平成12年度（フェーズ

Ⅰ）において幅広い技術選択肢の評

価を行ったのち、成果及び開発計画

についてチェックアンドレビューを

受けながら、平成13年度～平成17年

度（フェーズⅡ）において工学的試

験等を踏まえ、実用化候補概念の絞

り込みを行う。

幅広い技術選択肢幅広い技術選択肢幅広い技術選択肢幅広い技術選択肢
ＦＢＲ：冷却材（Na、鉛、ガス、水）

燃料（MOX、窒化物、金属、溶融塩）
再処理：簡素化湿式、

乾式（電気化学法、フッ化物揮発法）
燃料製造：振動充填、ペレット、鋳造法

設計研究 工学的試験

○ナトリウム炉、重金属炉
ガス炉、小型炉

成果成果成果成果
○ＦＢＲ実用化候補概念の絞り込み
○研究開発テーマの絞り込み

ＦＢＲ

○簡素化ペレット法、振動充填法
鋳造法

燃料製造再処理

○先進湿式法
電気化学法

フェーズⅡ以降の展開フェーズⅡ以降の展開フェーズⅡ以降の展開フェーズⅡ以降の展開
○実用化概念設計と技術的な成立性の確
○実用化のための技術移転

平成13年度予算額 3,855 百万円（ 3,027 百万円）
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核融合研究
(1)　目的
　安全で尽きることの無いエネルギー源の実現に向けて、第三段階核融合
研究開発基本計画に基づき、核融合実験炉の開発、及び将来の核融合炉の
実現に必要な炉心プラズマ制御技術や炉工学技術の研究開発を推進。

科学的実証
第二段階

炉心プラズマ試験装置
（JT-60）

工学的実証
第三段階

プラント発電実証 経済性実証

原型炉 実証炉
燃料１gのエネルギー～石油約８トン
（タンクローリー１台分）
燃料は、海水から供給可能
　　　　⇓
人類・子孫の恒久的なエネルギー源

重水素（燃料）

三重水素（燃料）

中性子

ヘリウム

エネルギー発生

核融合

平成１３年度予算　11,396百万円　(15,613百万円）
債 1,261百万円　 債 917百万円

・長時間核燃焼

・ 核燃焼定常運転

・ 炉工学技術の実証

実験炉
(ITER)
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○目的、必要性
　日本原子力研究所(原研)と高エネルギー
　加速器研究機構(KEK)が共同で、世界最高
　レベルのビーム強度を持った陽子加速器
　施設を建設して、多彩な粒子を用いた
　新しい研究手段を提供。21世紀の物質･
　生命科学研究や原子核・素粒子物理学
　研究等に貢献。

○エネルギー分野への貢献
　加速器は、耐放射線材料の創製や
　原子炉構造材の放射線影響評価、線量測定等、
　原子力発電に密接に関連する分野で活用しており、
　また、中性子の利用により、水素燃料電池、
　リチウム電池、高温超伝導伝送線等の
　省エネルギー技術の基礎研究、及び
　核変換技術では原子力発電所廃棄
　物の処分における環境負荷低減を
　図れる。

○スケジュール
　2001年度　建設着手
　2007年度　施設利用開始（予定）

○所要資金
　１，３３５億円（平成１３年度～１８年度）
　（13年度政府予算　　4,743百万円

　　　うち原研分 3,958百万円
　　　 KEK分 785百万円）

　

大強度陽子加速器計画

未知の世界の法則を探る

・ ビッグバン直後に物質はどのよう
　に創られたのかを解明
・ 宇宙全質量の謎に迫る
・ 湯川博士の中間子論を新しく発展
　させた原子核描像の確立
・ 素粒子物理学の標準理論の見直し

生命科学研究

ミオシンーアクチン分子モーター

ミオシン
アクチンフィラメント

ミオシンーアクチン分子モーター

中性子ビームで、タンパク質間の相互作用による
運動（分子モーター）の機構を理解

人工筋肉や人工臓器の開発に活用

原子核・素粒子
実験施設

核変換実験施設
（高レベル廃棄物中
　長寿命放射性核種の
　処理技術の開発）

ニュートリノ
実験

50GeV陽子
シンクロトロン

3 GeV陽子
シンクロトロン

物質・生命科学
実験施設

陽子リニアック

原子核・
素粒子研究

21世紀の医療法を拓く

情報・データ通信機器の性能向上

IT革命の推進
（超高密度磁気記憶材料の開発）
IT革命を支える10兆円市場の材料

ﾅﾉﾒｰﾄﾙ

物質科学研究

I T 革命の推進

筋肉構造
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HIMAC重粒子線がん治療装置
○目的、必要性

、 、 、放射線治療は外科手術や化学療法に比べ臓器や体の形を損なわず 痛みがないなど 体への負担が少なく
治療後の （生活の質）が高い治療法である。放射線医学総合研究所ではより強力な治療効果と正常組QOL
織への傷害の低減化を目指し、従来のガンマ線治療に加え、陽子線、重粒子線による治療法の開発に取り
組んでいる。

○重粒子線治療の特長
① は世界初の医用重粒子線加速装置。HIMAC
②照射線量の集中性に優れており、周辺の正常組織への影響が少ない。
③高い生物学的効果をもち、治療効果が大きい。
④国内の英知を集めて治療手順を検討（重粒子線治療ネットワーク会議など 。）

○エネルギー分野への貢献
原子力エネルギーの医療分野への応用

○これまでの成果と今後の予定
①平成６年度から炭素イオンを用いた臨床
試験を開始、平成 年 月までに94613 2
名（ 病巣）に適用。炭素イオン線の974
適応疾患は頭頚部がん、肺がん、肝がん、
骨・軟部腫瘍など。

②夜間や週末など臨床試験を行わない時間
は生物実験、物理・工学的実験に利用。
基礎実験には国内外から毎年 人を越400
える研究者が参加（所内研究者を除
く 。）

③平成１５年度を目処に、高度先進医療と
しての申請を予定。
装置小型化による普及促進を支援。

○予算

平成１３年度予算 ６５億円
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４．国による原子力研究開発の必要性

①原子力研究開発は、我が国の長期的なエネル
ギー・セキュリティの確保のために不可欠で
あり、政策的に国が研究開発に取り組む必要
がある。

②原子力研究開発は、大規模かつ長期間にわた
るものが多く、国が中心となって取り組む必
要がある。

③加速器科学、革新的原子炉等の原子力の基礎
研究は、国が行うべき研究分野である。


